
関係法令 

（※ 附則，別表等の掲載は省略しています。） 

地方自治法（抜粋） （昭和 22 年法律第 67号） 

（公の施設）  

第 244 条 普通地方公共団体は，住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するた

めの施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。  

２ 普通地方公共団体（次条第３項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は，

正当な理由がない限り，住民が公の施設を利用することを拒んではならない。  

３ 普通地方公共団体は，住民が公の施設を利用することについて，不当な差別的取扱いを

してはならない。 

(公の施設の設置，管理及び廃止）  

第 244 条の２ 普通地方公共団体は，法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるもの

を除くほか，公の施設の設置及びその管理に関する事項は，条例でこれを定めなければな

らない。  

２ 普通地方公共団体は，条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なも

のについて，これを廃止し，又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとすると

きは，議会において出席議員の３分の２以上の者の同意を得なければならない。  

３ 普通地方公共団体は，公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときは，条例の定めるところにより，法人その他の団体であつて当該普通地方公共団

体が指定するもの（以下本条及び第 244 条の４において「指定管理者」という。）に，当

該公の施設の管理を行わせることができる。  

４ 前項の条例には，指定管理者の指定の手続，指定管理者が行う管理の基準及び業務の範

囲その他必要な事項を定めるものとする。  

５ 指定管理者の指定は，期間を定めて行うものとする。  

６ 普通地方公共団体は，指定管理者の指定をしようとするときは，あらかじめ，当該普通

地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  

７ 指定管理者は，毎年度終了後，その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を

作成し，当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。  

８ 普通地方公共団体は，適当と認めるときは，指定管理者にその管理する公の施設の利用

に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受さ

せることができる。  

９ 前項の場合における利用料金は，公益上必要があると認める場合を除くほか，条例の定

めるところにより，指定管理者が定めるものとする。この場合において，指定管理者は，

あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。  

10 普通地方公共団体の長又は委員会は，指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を

期するため，指定管理者に対して，当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め，実



地について調査し，又は必要な指示をすることができる。  

11 普通地方公共団体は，指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者

による管理を継続することが適当でないと認めるときは，その指定を取り消し，又は期間

を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。  

地方自治法施行令（抜粋）                  （昭和 22年政令第 16号） 

（一般競争入札の参加者の資格）  

第 167 条の４ 普通地方公共団体は，特別の理由がある場合を除くほか，一般競争入札に次

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者  

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条

第１項各号に掲げる者  

２ 普通地方公共団体は，一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該

当すると認められるときは，その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参

加させないことができる。その者を代理人，支配人その他の使用人又は入札代理人として

使用する者についても，また同様とする。  

一 契約の履行に当たり，故意に工事，製造その他の役務を粗雑に行い，又は物件の品質

若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

二 競争入札又はせり売りにおいて，その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成

立を害し，若しくは不正の利益を得るために連合したとき。  

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

四 地方自治法第 234 条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職

務の執行を妨げたとき。  

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

六 契約により，契約の後に代価の額を確定する場合において，当該代価の請求を故意に

虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされてい

る者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人，支配人その他の使用人として使用

したとき。  

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）（抜粋） 

（定義）  

第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。  

一 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当た



る違法な行為をいう。  

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は

常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。  

三 指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。  

四 指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。  

五 指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。  

六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

七 暴力的要求行為 第９条の規定に違反する行為をいう。  

八 準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又は

その第９条に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為を

することをいう。  



特定非営利活動促進法（抜粋） （平成十年法律第七号） 

（定義） 

第二条 この法律において「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特定

かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう。 

別表（第二条関係） 

一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

二 社会教育の推進を図る活動 

三 まちづくりの推進を図る活動 

四 観光の振興を図る活動 

五 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

六 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

七 環境の保全を図る活動 

八 災害救援活動 

九 地域安全活動 

十 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

十一 国際協力の活動 

十二 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

十三 子どもの健全育成を図る活動 

十四 情報化社会の発展を図る活動 

十五 科学技術の振興を図る活動 

十六 経済活動の活性化を図る活動 

十七 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

十八 消費者の保護を図る活動 

十九 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

二十 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動 


